
　
【表紙】 　

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年12月８日

【中間会計期間】 第40期中(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

【会社名】 株式会社ハドソン

【英訳名】 HUDSON SOFT COMPANY, LIMITED

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    上  原  和  彦

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂九丁目７番２号

【電話番号】 03（6439）4622（代表）

【事務連絡者氏名】 管理部  部長    鈴  木  弘  二

【最寄りの連絡場所】 東京都港区赤坂九丁目７番２号

【電話番号】 03（6439）4622（代表）

【事務連絡者氏名】 管理部  部長    鈴  木  弘  二

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

　   

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

半期報告書

 1/31



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第38期中 第39期中 第40期中 第38期 第39期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成23年
    ３月31日

売上高 (千円) ― ― 4,326,88714,408,59412,283,371

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) ― ― 68,855 815,858△918,185

当期純利益又は中間純
損失(△)

(千円) ― ― △993,636 537,183 5,430

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 300,0005,064,2765,064,276

発行済株式総数 (千株) ― ― 28,812 28,821 28,821

純資産額 (千円) ― ― 4,316,5609,536,2139,425,449

総資産額 (千円) ― ― 5,733,04411,482,04311,050,765

１株当たり純資産額 (円) ― ― 149.81 330.94 327.13

１株当たり当期純利益
又は中間純損失(△)

(円) ― ― △34.49 18.64 0.19

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 10.00 8.00

自己資本比率 (％) ― ― 75.3 83.1 85.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 844,978 ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △966,846 ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △4,114,977 ― ―

現金及び現金同等物の
中間期末残高

(千円) ― ― 49,439 ― ―

従業員数
(他、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

―
(―)

277
(61)

473
(171)

421
(148)

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては、記載しておりません。

３  当社は、第38期及び第39期においては連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており、キャッシュ・フロー計

算書は作成しておりません。従って、当該期のキャッシュ・フローの経営指標等の推移については記載してお

りません。

４  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

５　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

６  当社は、第38期中及び第39期中においては四半期報告書を提出しており、中間財務諸表は作成しておりませ

ん。従って、当該期の経営指標等の推移については、記載しておりません。

７　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、当社の連結子会社であったHudson Entertainment,Inc.について平成23年9

月16日に清算手続きが完了したため、連結の範囲から除外しております。

　
４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成23年９月30日現在

従業員数(名) 277 (61)

(注) １  従業員数は就業人員であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

３  従業員数が前事業年度末と比べて144名減少しております。主な要因は早期希望退職者の募集をおこなったこ

とによるものであります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間の中間財務諸表は作成しており

ません。従って、前年同期との対比は行っておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社を取り巻く経営環境は、一部では個人消費に回復の兆しが見られたものの、東日本大震災の影響

や、円高及び欧州の通貨危機等により、依然として不透明な状況が続いております。

　エンタテインメント市場におきましては、モバイル端末の普及を背景としたソーシャルネットワーキン

グサービス（SNS）の成長に伴い、ゲーム業界におけるビジネスチャンスは拡大しております。

　当社の当中間会計期間は、成長著しいSNS市場に注力し、人員配置の最適化等ソーシャルゲーム制作の体

制強化に努めてまいりました。

　当中間会計期間の当社の業績について、売上高は43億26百万円、営業利益は92百万円、経常利益は68百万

円、中間純損失は９億93百万円となりました。

 

（ネットワーク・コンテンツ関連）

ソーシャルゲームでは、５月よりGREE（グリー）にて配信を開始した「クローズ×WORST ～最強伝説

～」の登録者数が50万人を突破し、全体ランキングで最高3位を獲得する等好調に推移しました。

　公式サイトでのゲーム配信では、「桃太郎伝説モバイル」や「桃太郎電鉄SHIZUOKA」等のアプリをリ

リースし、引き続き堅調に推移しました。

　音楽事業では、「着信★うた♪フル」サイトを中心に引き続き堅調に推移しました。

　上記により、当事業部門の売上高は24億56百万円、営業利益は１億20百万円となりました。

 

（コンシューマ・コンテンツ関連）

ゲームソフトでは、昨年度に発売した欧州向けメタルファイトベイブレードのリピート販売が好調に

推移しました。また、「DECA SPORTA 3D SPORTS(デカスポルタ ３Ｄスポーツ)」や「数独と３つのパズル

～ニコリのパズルバラエティ～」等、ニンテンドー3DSを中心にワールドワイドで ６タイトルを発売し、

堅調に推移しました。

　上記により、当事業部門の売上高は18億57百万円、営業利益は４億76百万円となりました。

 

（その他）

その他は、デバッグ受託業務等によるものです。

  当事業部門の売上高は12百万円、営業損失は６百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、49百万円になりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は８億44百万円となりました。主な要因は、税引前中間純損失４億61百万

円に対し、その他流動資産の減少による収入があったこと等によるものです。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、９億66百万円となりました。主な要因は、貸付による支出の増加や子

会社清算による収入があったことによるものです。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、41億14百万円となりました。要因は、配当金の支払いがあったことに

よるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

生産高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連 1,707,783 ―

コンシューマ・コンテンツ関連 679,790 ―

その他 18,305 ―

合計 2,405,880 ―

(注)１　当社では生産活動は行っておりません。したがって、生産実績は製造原価で表示しております。

２　金額には消費税等は含まれておりません。

　
（2）仕入実績

セグメントの名称

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連 3,628 ―

コンシューマ・コンテンツ関連 609,271 ―

その他 ― ―

合計 612,899 ―

(注) １　金額は仕入価格によっております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 受注実績

セグメントの名称

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連 900 ― 37,428 ―

コンシューマ・コンテンツ関連 8,800 ― 73,840 ―

合計 9,700 ― 111,268 ―

(注) 　金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 販売実績

セグメントの名称

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

ネットワーク・コンテンツ関連 2,456,887 ―

コンシューマ・コンテンツ関連 1,857,553 ―

その他 12,446 ―

合計 4,326,887 ―

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

金額(千円) 割合(％)

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 936,625 21.6

Konami Digital Entertainment, GmbH. 690,349 16.0

任天堂株式会社 514,474 11.9

 ２ 金額には消費税等は含まれておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、当社の連結子会社であった

Hudson Entertainment,Inc.は、平成23年３月31日に解散し、平成23年9月16日に清算手続きが完了しており

ます。その他重要な変更事項はありません。

　なお、重要な事象等は存在しておりません。　

　
５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当中間会計期間の研究開発活動は、ネットワーク・コンテンツ関連において行われており、主にソーシャ

ルゲーム制作の企画開発を行っております。研究開発費の総額は345,107千円となります。

　コンシューマ・コンテンツ関連及びその他においては該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　
(1）経営成績

　当社の当中間会計期間は、成長著しいソーシャルネットワーキングサービス（SNS）市場に注力し、人員

配置の最適化等ソーシャルゲーム制作の体制強化に努めてまいりました。

　当中間会計期間の当社の業績について、売上高は43億26百万円、営業利益は92百万円、経常利益は68百万

円、中間純損失は９億93百万円となりました。

　
(2）財政状態

　当中間会計期間の総資産は、57億33百万円(前事業年度末比53億17百万円の減少)となりました。主な要

因は配当金の支払に伴う現預金の減少等によるものです。

　総負債は14億16百万円(前事業年度末比２億８百万円の減少)となりました。主な要因は退職金の支払に

伴い固定負債が減少したことによるものです。

　また、純資産は43億16百万円(前事業年度末比51億８百万円の減少)となりました。要因は減資及び剰余

金の配当を行ったことによるものです。

　
(3）キャッシュ・フローの状況

　　当中間会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、49百万円になりました。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は８億44百万円となりました。主な要因は、税引前中間純損失４億61百万

円に対し、その他流動資産の減少による収入があったこと等によるものです。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、９億66百万円となりました。主な要因は、貸付による支出の増加や子

会社清算による収入があったことによるものです。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、41億14百万円となりました。主な要因は、配当金の支払いがあったこ

とによるものです。
　

　（キャッシュ・フロー等に重要な影響を与える要因等について）

当社の主要事業であるネットワーク・コンテンツや家庭用ゲームソフトは、消費者の嗜好の変化・多

様化等によるいわゆるヒット作の有無、当社の開発時期の変更及び競業他社の発売動向等により、売上が

大きく変動する可能性があります。このように営業収入は不確定な要因が存在しますが、コナミグループ

各社との連携により事業を営んでおり、親会社によるキャッシュマネジメントシステム（CMS）を通して

資金調達を行っていることから、大きな流動性リスクがあるとは考えておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

半期報告書

 7/31



第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

前事業年度末において計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,160,000

計 30,160,000

　

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年12月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,812,98628,812,986― （注）１、２

計 28,812,98628,812,986― ―

　(注）１ 単元株制度を採用しておりません。

２ 株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１項第１号に定める内容（いわゆる譲渡制限）を定め

ており、当該株式の譲渡又は取得について取締役会の承認を要する旨を定款第７条において定めております。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日
（注）１

△8,01428,812,986 ― 5,064,276 ― 3,656,643

平成23年８月12日
（注）２

― 28,812,986△4,764,276300,000 ― 3,656,643

 （注）１ 自己株式の消却による減少であります。

　　　 ２ 会社法第447条第1項の規定に基づき、資本金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。
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(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

コナミ株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番２号 28,812 100.00

計 ― 28,812 100.00

　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 　　　　　　― 　 ― ―

完全議決権株式(その他)   普通株式 28,812,98628,812,986 ―

単元未満株式 　　　　　　― 　 ― ―

発行済株式総数 28,812,986― ―

総株主の議決権 ― 28,812,986 ―

　
② 【自己株式等】

　　該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間会計期間(平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間会計期間との対比は行って

おりません。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成23年４月１日から平成23

年９月30日まで)の中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

　

３  中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,284,827 49,439

売掛金 1,861,052 1,522,878

商品及び製品 24,742 1,805

原材料及び貯蔵品 76,898 55,816

コンテンツ 48,849 21,119

仕掛品 471,155 128,558

短期貸付金 － 1,333,129

未収入金 241,159 986,330

繰延税金資産 2,009,269 1,044,039

その他 583,253 184,518

貸倒引当金 △16,883 △16,900

流動資産合計 9,584,324 5,310,734

固定資産

有形固定資産 ※2
 176,582

※2
 128,306

無形固定資産 19,159 14,123

投資その他の資産

その他 1,278,104 286,784

貸倒引当金 △7,405 △6,905

投資その他の資産合計 1,270,698 279,879

固定資産合計 1,466,440 422,309

資産合計 11,050,765 5,733,044

負債の部

流動負債

買掛金 25,761 41,662

未払金 744,483 687,896

未払法人税等 39,795 46,599

事業構造改善引当金 23,570 －

その他 130,544 175,137

流動負債合計 964,154 951,295

固定負債

退職給付引当金 614,036 －

長期未払金 － 404,847

資産除去債務 47,124 60,340

固定負債合計 661,161 465,188

負債合計 1,625,315 1,416,483
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,064,276 300,000

資本剰余金

資本準備金 3,656,643 3,656,643

その他資本剰余金 － 764,276

資本剰余金合計 3,656,643 4,420,919

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 1,005,000 1,005,000

繰越利益剰余金 △296,447 △1,409,358

利益剰余金合計 708,552 △404,358

自己株式 △4,021 －

株主資本合計 9,425,449 4,316,560

純資産合計 9,425,449 4,316,560

負債純資産合計 11,050,765 5,733,044
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 － 4,326,887

売上原価 － 3,018,780

売上総利益 － 1,308,107

販売費及び一般管理費 － 1,215,278

営業利益 － 92,828

営業外収益 － ※1
 11,113

営業外費用 － ※2
 35,086

経常利益 － 68,855

特別利益 － ※3
 54,846

特別損失 － ※4
 584,961

税引前中間純損失（△） － △461,259

法人税、住民税及び事業税 － ※5
 △664,313

法人税等調整額 － ※5
 1,196,690

法人税等合計 － 532,377

中間純損失（△） － △993,636
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 － 5,064,276

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － △4,764,276

当中間期変動額合計 － △4,764,276

当中間期末残高 － 300,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － 3,656,643

当中間期末残高 － 3,656,643

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 4,764,276

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,000,000

当中間期変動額合計 － 764,276

当中間期末残高 － 764,276

資本剰余金合計

当期首残高 － 3,656,643

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 4,764,276

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,000,000

当中間期変動額合計 － 764,276

当中間期末残高 － 4,420,919

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 － 1,005,000

当中間期末残高 － 1,005,000

繰越利益剰余金

当期首残高 － △296,447

当中間期変動額

剰余金の配当 － △115,251

自己株式の消却 － △4,021

中間純損失（△） － △993,636

当中間期変動額合計 － △1,112,910

当中間期末残高 － △1,409,358

利益剰余金合計

当期首残高 － 708,552

当中間期変動額

剰余金の配当 － △115,251

自己株式の消却 － △4,021

中間純損失（△） － △993,636

当中間期変動額合計 － △1,112,910

当中間期末残高 － △404,358
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

自己株式

当期首残高 － △4,021

当中間期変動額

自己株式の消却 － 4,021

当中間期変動額合計 － 4,021

当中間期末残高 － －

株主資本合計

当期首残高 － 9,425,449

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,000,000

剰余金の配当 － △115,251

自己株式の消却 － －

中間純損失（△） － △993,636

当中間期変動額合計 － △5,108,888

当中間期末残高 － 4,316,560

純資産合計

当期首残高 － 9,425,449

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △4,000,000

剰余金の配当 － △115,251

中間純損失（△） － △993,636

当中間期変動額合計 － △5,108,888

当中間期末残高 － 4,316,560
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） － △461,259

減価償却費 － 37,858

資産除去債務履行差額 － 17,434

子会社清算損益（△は益） － 77,274

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △483

早期割増退職金 － 286,530

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △614,036

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － △23,570

受取利息及び受取配当金 － △3,654

為替差損益（△は益） － △1,457

固定資産除売却損益（△は益） － 46,391

売上債権の増減額（△は増加） － 357,899

たな卸資産の増減額（△は増加） － 414,345

前払費用の増減額（△は増加） － △36,626

投資その他の資産の増減額（△は増加） － 2,044

その他の流動資産の増減額（△は増加） － 515,869

仕入債務の増減額（△は減少） － 15,900

その他の流動負債の増減額（△は減少） － △44,723

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 404,847

その他 － 5,240

小計 － 995,827

利息及び配当金の受取額 － 26

特別退職金の支払額 － △286,530

法人税等の還付額 － 135,654

営業活動によるキャッシュ・フロー － 844,978

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △6,114

有形固定資産の売却による収入 － 3,684

子会社の清算による収入 － 488,148

貸付けによる支出 － △1,329,500

貸付金の回収による収入 － 9,125

敷金の支払による支出 － △132,190

投資活動によるキャッシュ・フロー － △966,846

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 － △4,114,977

財務活動によるキャッシュ・フロー － △4,114,977

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 1,457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） － △4,235,388

現金及び現金同等物の期首残高 － 4,284,827

現金及び現金同等物の中間期末残高 － ※
 49,439
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【重要な会計方針】

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　その他有価証券

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産
  　① 商品・製品・原材料・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
  　② コンテンツ

個別法による原価法（従来より、見込販売数量による回収可能性に基づく方法によっている）
なお、見込販売可能期間に基づく定額法で償却し、売上原価として処理しております。

 　 ③ 仕掛品
個別法による原価法（従来より、見込販売数量による回収可能性に基づく方法によっている）

 
２ 固定資産の減価償却の方法
  (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）について、定額法）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

          建物及び構築物  10～18年
          工具器具備品    ４～10年
  (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(３年から５年)に基づく定額法。
　

３ 引当金の計上基準
   貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 
４ 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期又は償還日の到来する流動性の高い、容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 
５ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項   
 (1) 消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
 (2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

　

【追加情報】

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

　当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

  当社は従来、従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき退職給付引

当金を計上しておりましたが、当中間会計期間において退職給付制度を廃止いたしました。これに伴い、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号　平成14年１月31日)及び「退職給付制

度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第２号　平成19年２月７日)を適用し、退職給

付制度の終了に伴う会計処理を行っております。これにより、当中間会計期間の税引前中間純損失は48,890千円

減少しております。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

※１  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

当座貸越限度額 4,000,000千円

借入実行残高 　　　　　　―

差引額 4,000,000千円

 
※２　資産の金額から直接控除している減価償却累計の額

有形固定資産の

減価償却累計額
1,235,105千円

※１　　　　　　────────

 
 
 
 
 
 
 

※２　資産の金額から直接控除している減価償却累計の額

有形固定資産の

減価償却累計額
1,192,735千円

　

(中間損益計算書関係)

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

※１  営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,654千円

保険配当金 2,065千円
 

※２  営業外費用のうち主要なもの

為替差損 27,845千円
 

※３  特別利益のうち主要なもの

退職給付制度終了益 48,890千円
 

※４  特別損失のうち主要なもの

早期割増退職金 286,530千円

賃貸借契約解約損 155,769千円

子会社清算損 77,274千円

有形固定資産除却損 45,299千円
 

※５  中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当年度より連結納税制度を適

用することから、「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第5号および実務対応報告第7号）に従い、当中間会計期間に係

る金額を計算しております。

※６  減価償却実施額

有形固定資産 32,822千円

無形固定資産 5,035千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 28,821,000 ― 8,014 28,812,986
　

（変動事由の概要）

自己株式の消却による減少であります。

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 8,014 ― 8,014  ―   

（変動事由の概要）

自己株式の消却による減少であります。

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月10日
取締役会

普通株式 115,251 4.00平成23年３月31日 平成23年６月３日

平成23年７月３日
取締役会

普通株式 4,000,000 138.83平成23年８月29日 平成23年８月29日

　

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

　　　該当事項はありません。

　
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

当中間会計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通りであり

ます。

　　　　　　　　　　　　　（平成23年９月30日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (千円)

現金及び預金勘定 49,439

現金及び現金同等物 　49,439
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(リース取引関係)

前事業年度

(自　平成22年４月１日

　至　平成23年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成23年４月１日

　至　平成23年９月30日)

１　ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

・有形固定資産

　主として、ネットワーク関連事業におけるサー

バー及び全社共有で使用するプリンターでありま

す。

・無形固定資産

　主として、固定資産管理で使用するソフトウェ

アであります。
 

(2)　リース資産の減価償却の方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 
リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

１　ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却累計

額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

工具器具備品 8,672 8,672 －

合計 8,672 8,672 －

　
　

　

②　未経過リース料期末残高相当額

1年内 ―

1年超 ―

合計 ―

　
　

③　支払リース料、減価償却費相当額、及び支払利息

相当額

支払リース料 1,573千円

減価償却費相当額 1,457千円

支払利息相当額 23千円

　
　

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

　
　

　

⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。
 

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料

1年内 296,703千円

1年超 1,458,790千円

合計 1,755,493千円

 
 
 
 
 

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料

1年内 132,454千円

1年超 695,388千円

合計 827,843千円
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(金融商品関係)

前事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　前事業年度において金融商品関係は記載しておりません。

　
当中間会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

平成23年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注）２

を参照ください。）。
表1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円）

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金及び預金 49,439 49,439 －

(２) 売掛金 1,522,878 1,522,878 －

(３) 短期貸付金 1,333,129 1,333,129　

(４) 未収入金 986,330 986,330　

資産計 3,891,777 3,891,777 －

(１) 買掛金 41,662 41,662 －

(２) 未払金 687,896 687,896 －

負債計 729,558 729,558 －

(注) １　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

(１) 現金及び預金、（２） 売掛金並びに（４）未収入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(３）短期貸付金

これはキャッシュマネジメントシステム（CMS）によるものであり、変動金利を採用しております。時価は帳簿価格

と近似していることから、当該帳簿価格によっております。

負  債

(１) 買掛金、並びに(２) 未払金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(注) ２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額

非上場株式 　　　　　　　　　23,968

長期未払金                  404,847

上記のうち非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、表１には含

めておりません。長期未払金については退職給付制度の廃止により確定した未払退職金であります。未払退職金は支払

時期を予測することが不可能であり、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、表１には含めておりません。
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(有価証券関係)

前事業年度末（平成23年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 584,232 584,232 －

関連会社株式 － － －

合計 584,232 584,232 －

（注) 上記については市場価格がありません。したがって時価を把握することが極めて困難と認められるものでありま

す。

 

当中間会計期間末（平成23年９月30日）

１　満期保有目的の債券

　　該当事項はありません。
　

２　その他有価証券

（単位：千円）

区分 中間貸借対照表計上額 取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　株式

 
 

23,968

 
 

23,968

 
 

―

合計 23,968 23,968 ―

　
(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

関連会社がないため記載しておりません。

　
(資産除去債務関係)

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 46,724千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ―千円

時の経過による調整額 399千円

期末残高 47,124千円

　

当中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

  資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

　当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 47,124千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 60,248千円

時の経過による調整額 294千円

資産除去債務の履行による減少額  △47,326千円

中間期末残高 60,340千円

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

半期報告書

24/31



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  当中間会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１ 報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は「ネットワーク・コンテンツ関連」、「コンシューマ・コンテンツ関連」の２つを報告セグメン

トとしております。

　「ネットワーク・コンテンツ関連」は携帯電話等のモバイル端末やインターネット上でのオンライン

ゲーム等のエンタテインメント・コンテンツの制作・販売・受託等を行なっており、また音楽映像コンテ

ンツの制作・配信・受託及び周辺機器の制作・販売、自社音楽レーベル向けの楽曲の制作・提供等もおこ

なっております。

　「コンシューマ・コンテンツ関連」は自社ブランドによる家庭用ゲームソフト及び周辺機器の制作・販

売、玩具等の開発・販売、版権許諾等や他社ブランドの家庭用ゲームソフトの制作受託等を行なっており

ます。

　
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　
３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
ネットワーク・コ
ンテンツ関連

コンシューマ・コ
ンテンツ関連

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,456,8871,857,5534,314,44112,4464,326,887

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － －

計 2,456,8871,857,5534,314,44112,4464,326,887

セグメント利益又は損失
（△）

120,083 476,657 596,740 △6,068 590,671

セグメント資産 1,257,9201,768,8263,026,746 8,8213,035,568

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 8,221 7,964 16,186 873 17,059

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

－ － － 2,939 2,939

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、製・商品の開発・販売、版権許諾等を含

んでおります。
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４ 報告セグメント合計額と中間財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

売上高 金額（千円）

報告セグメント計 4,314,441

「その他」の区分の売上高 12,446

中間財務諸表の売上高 4,326,887

　
利益 金額（千円）

報告セグメント計 596,740

「その他」の区分の利益 △6,068

全社費用（注） △497,843

中間財務諸表の営業利益 92,828

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
資産 金額（千円）

報告セグメント計 3,026,746

「その他」の区分の資産 8,821

全社資産（注） 2,697,476

中間財務諸表の資産合計 5,733,044

(注) 全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない短期貸付金であります。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

その他の項目 報告セグメント計 その他 調整額
中間財務諸表
計上額

減価償却費 16,186 873 20,798 37,858

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

－ 2,939 63,423 66,363

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に資産除去債務の計上に伴うものであります。

　

【関連情報】

当中間会計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１　製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高
　　　　　　　　　（単位：千円）

日本 欧州 その他 合計

3,308,062 709,353 309,471 4,326,887

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　
(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため

記載を省略しております。
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３  主要な顧客ごとの情報
（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 936,625ネットワーク・コンテンツ関連

Konami Digital Entertainment, GmbH.690,349コンシューマ・コンテンツ関連

任天堂株式会社 514,474コンシューマ・コンテンツ関連

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
　

(１株当たり情報)

　1株当たり純資産額並びに1株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成22年４月１日

　至　平成23年３月31日)

当中間会計期間

(自　平成23年４月１日

　至　平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 327円13銭 149円81銭

　

　
前中間会計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成23年４月１日

　至　平成23年９月30日)

１株当たり中間純損失金額 － △34円49銭

（算定上の基礎） 　 　

　中間純損失（△）（千円） － △993,636

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る中間純損失（△）（千円） － △993,636

　普通株式の期中平均株式数（株） － 28,812,986

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純損失金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(2)  【その他】

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

半期報告書

27/31



第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)　有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第39期(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)　平成23年６月14日関東財務局長に提出

　
(2)　臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書

平成23年４月７日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書

平成23年７月５日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成23年12月８日

株式会社  ハドソン

取締役会  御中
　

有限責任 あずさ監査法人
　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　田名部　雅　文     ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　水　谷　英　滋     ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　山　根　洋　人     ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハドソンの平成23年4月1日から平成24年3月31日までの第40期事業年度の中間会計

期間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記につ

いて中間監査を行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続

を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査

には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

EDINET提出書類

株式会社ハドソン(E05158)

半期報告書

30/31



　

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ハドソンの平成23年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成23年4月1日から平成23年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

※ １  上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

２  中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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